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(57)【要約】
【課題】安定した母材性能を備えるとともに、溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超える大
入熱溶接の溶接熱影響部靭性を向上することができる低降伏比高張力厚鋼板およびその製
造方法を提供することを目的とする。
【解決手段】成分組成が、質量％で、Ｃ：０．０３～０．１０％、Ｓｉ：０．０１～０．
０８％、Ｍｎ：１．４～３．０％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００５０％以下、Ａ
ｌ：０．００５～０．１％、Ｔｉ：０．００４～０．０３％、Ｎ：０．００１５～０．０
０６５％を含有し、下記（１）式で定義されるＣｅｑが０．５０～０．７０％であり、Ｔ
ｉ／Ｎが２．０超え～４．２未満を満足し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、
ミクロ組織が、Ｃが０．２～１．０質量％の濃化領域を有し、前記濃化領域は、平均円相
当径で１．０～５．０μｍであり面積分率で５～１５％含むことを特徴とする降伏強さが
６５０ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優れた低降伏比
高強度厚鋼板。
Ｃｅｑ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋Ｓｉ／２４＋Ｎｉ／４０＋Ｃｒ／５＋Ｍｏ／４＋Ｖ／１４・・・
（１）
ただし、Ｃ、Ｍｎ、Ｓｉ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖは各元素の含有量（質量％）で、含有し
ない場合は０とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　成分組成が、質量％で、Ｃ：０．０３～０．１０％、Ｓｉ：０．０１～０．０８％、Ｍ
ｎ：１．４～３．０％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００５０％以下、Ａｌ：０．０
０５～０．１％、Ｔｉ：０．００４～０．０３％、Ｎ：０．００１５～０．００６５％を
含有し、下記（１）式で定義されるＣｅｑが０．５０～０．７０％であり、Ｔｉ／Ｎが２
．０超え～４．２未満を満足し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、ミクロ組織
が、Ｃが０．２～１．０質量％の濃化領域を有し、前記濃化領域は、平均円相当径で１．
０～５．０μｍであり面積分率で５～１５％含むことを特徴とする降伏強さが６５０ＭＰ
ａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優れた低降伏比高強度厚鋼
板。
Ｃｅｑ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋Ｓｉ／２４＋Ｎｉ／４０＋Ｃｒ／５＋Ｍｏ／４＋Ｖ／１４・・・
（１）
ただし、Ｃ、Ｍｎ、Ｓｉ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖは各元素の含有量（質量％）で、含有し
ない場合は０とする。
【請求項２】
　さらに質量％で、Ｃｕ：０．１～１．０％、Ｎｉ：０．１～２．０％、Ｃｒ：１．５％
以下、Ｍｏ：１．０％以下、Ｎｂ：０．１％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｃａ：０．００５
％以下、ＲＥＭ：０．０２％以下、Ｍｇ：０．００５％以下およびＢ：０．００５％以下
の１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１に記載の降伏強さが６５０Ｍ
Ｐａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優れた低降伏比高強度厚
鋼板。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の成分組成を有する鋼素材を、１０００～１２５０℃に加熱し
、表面温度で９５０℃以下の温度域での累積圧下率が３０％以上、圧延終了温度が表面温
度で９００℃以下Ａｒ３変態点以上とする熱間圧延を行い、次いで、Ａｒ３変態点以上の
温度域から５～１００℃／ｓの平均冷却速度で、Ａｒ３－３００～Ａｒ３－１５０℃の冷
却停止温度まで冷却を行った後、冷却停止温度＋１００℃～Ａｃ１変態点未満の温度域ま
で０．５℃／ｓ以上の昇温速度で再加熱した後、０．５～３ｍｉｎ保持し、空冷すること
を特徴とする降伏強さが６５０ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響
部靭性に優れた低降伏比高強度厚鋼板の製造方法。
【請求項４】
　さらに、４００℃以上Ａｃ１変態点未満で焼き戻すことを特徴とする請求項３に記載の
降伏強さが６５０ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優れ
た低降伏比高強度厚鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超える大入熱溶接であっても、溶接熱影響
部の靭性に優れる、降伏強さ（ＹＰ）が６５０ＭＰａ以上、降伏比（ＹＲ）が８５％以下
で、建築用として好適な、板厚１２ｍｍ以上の低降伏比高強度厚鋼板およびその製造方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、建築構造物の大型化、長スパン化に伴い、使用される鋼材の厚肉化、高強度化が
要望され、鋼構造物の安全性の観点からは、高い許容応力を有するとともに、降伏比を低
減することが要求されている。
【０００３】
　降伏比を低減すると、降伏点以上の応力が付加されても破壊までに許容される応力が大
きくなり、また、一様伸びが大きくなるため、塑性変形能に優れた鋼材となる。
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【０００４】
　特に、引張強さ（ＴＳ）が７８０ＭＰａを超える高張力鋼板では、強度確保のために合
金を多量に添加することが一般的であるため、降伏比が上昇する傾向で、靭性も低下する
。
【０００５】
　従来、低降伏比高強度厚鋼板の製造プロセスとしては、フェライト＋オーステナイト２
相域への再加熱焼入れを含む多段熱処理が一般的である。しかしながら、得られるミクロ
組織は、フェライト相を主体とし、硬質第２相としてベイナイトあるいはマルテンサイト
を分散させるため、フェライト相の体積分率によっては、７８０ＭＰａ以上の引張強度、
６５０ＭＰａ以上の降伏強さを安定して達成することが困難である。
【０００６】
　一方、構造物に鋼板を使用する場合は、一般に溶接接合が用いられ、安全性の観点から
、使用される鋼材の母材靭性は勿論のこと、溶接熱影響部（ＨＡＺと称することもある）
の靭性に優れることが要求される。
【０００７】
　近年では、上述したように建築構造物の大型化に伴い、使用鋼材の厚肉化が要望され、
構造物の施工能率向上と施工コストの低減の観点から、大入熱溶接の適用範囲が拡大して
いる。高層建築物に用いられるボックス柱では、サブマージアーク溶接やエレクトロスラ
グ溶接などの溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超えるような超大入熱溶接が適用されてい
る。
【０００８】
　また、近年、建築構造物の耐震性向上が求められ、溶接継手部についても、高い靭性を
有することが要求されるようになっている。例えば、柱－梁接合部については、０℃にお
けるシャルピー吸収エネルギーが４７Ｊを超えるような、高い靭性を有することが要求さ
れている。
【０００９】
　一般に、鋼材に大入熱溶接を適用した際に、最も問題となるのは、溶接熱影響部のボン
ド部における靭性劣化である。ボンド部は、大入熱溶接時に溶融点直下の高温に曝されて
、オーステナイトの結晶粒が最も粗大化し、また引き続く冷却によって、脆弱な上部ベイ
ナイト組織に変態し、脆化組織である島状マルテンサイトが生成して靭性が低下する。そ
のため、高強度、低降伏比、高靭性といった母材機械的特性と溶接熱影響部靭性とを併せ
持った厚鋼板が要望されており、種々の提案がなされている。
【００１０】
　特許文献１、特許文献２には、熱間圧延後の鋼板を焼入れした後、再度フェライト＋オ
ーステナイトの２相域まで加熱して焼入れを行い、高強度化と低降伏比化を達成すること
が記載されている。
【００１１】
　特許文献３には、圧延後、直ちに焼入れする直接焼入れ法により、焼入れ後のミクロ組
織をベイナイト相あるいはマルテンサイト相とした後、再度フェライト＋オーステナイト
の２相域まで加熱し焼ならしを行い、高強度化と低降伏比化を達成することが記載されて
いる。
【００１２】
　特許文献４には、圧延後、一定時間経過し、フェライトを析出させた後、焼入れを行う
直接焼入れ法により、フェライト相＋マルテンサイト相の２相組織とし、高強度化と低降
伏比化を達成することが記載されている。
【００１３】
　特許文献５には、成分調整の後、圧延後直接焼入れ法により、残留オーステナイト（残
留γと称することもある。）を生成させることにより、母材の高強度化と低降伏比化と溶
接部の高靭性を達成することが記載されている。
【００１４】
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　特許文献６には、ベイナイト主体の組織にマルテンサイトあるいは島状マルテンサイト
を含有させ、その体積分率、粒径、およびアスペクト比を適正に制御することにより、５
９０ＭＰａ以上の引張強さと８０％以下の低降伏比を有する母材が記載され、その製造方
法として、成分調整の後、圧延後直接焼入れし、さらには、冷却停止後の再加熱処理を適
正化することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２００１－２８８５１２号公報
【特許文献２】特開平６－２４８３３７号公報
【特許文献３】特開平５－２３０５３０号公報
【特許文献４】特開平７－９７６２６号公報
【特許文献５】特開２００１－２２６７４０号公報
【特許文献６】特開２００６－２９１３４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、特許文献１、特許文献２および特許文献３に記載された技術は、煩雑な
熱処理プロセスにより、製造コストが上昇することが懸念される。また、特許文献４およ
び特許文献５に記載された技術では、製造条件や鋼板内位置により、フェライトとマルテ
ンサイト相の体積分率が変化しやすく、高強度化と低降伏比を安定的に得るために製造条
件を調整する操業負荷が大きい。
【００１７】
　特許文献６に記載された技術では、７８０ＭＰａ以上の引張強度や６５０ＭＰａ以上の
降伏強さといった強度レベルの厚鋼板およびその製造方法に関する具体的な示唆が認めら
れない。
【００１８】
　更に、特許文献１～６に記載された技術では、溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超える
ような大入熱溶接の溶接熱影響部靭性を安定して達成することを想定していない。
【００１９】
　本発明は、かかる事情に鑑み、安定した母材性能を備えるとともに、溶接入熱量が４０
０ｋＪ／ｃｍを超える大入熱溶接の溶接熱影響部靭性を向上することができる低降伏比高
張力厚鋼板およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明者らは、上記課題を達成するために、母材の強度と低降伏比という観点から島状
マルテンサイトを積極的に活用し、一方で、溶接熱影響部靭性という観点から大入熱溶接
部ではなるべく島状マルテンサイトの生成を抑制する方法について、鋭意研究を行い、以
下の知見を得た。
（１）本発明者らは、島状マルテンサイトになりやすいＣの濃化領域に着目した。溶接入
熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超える大入熱溶接を施したとき、母材のミクロ組織中のＣの濃
化領域が粗大であると、溶接で高温に加熱されても粗大なＣの濃化領域が残存しやすくな
る。その結果、溶接の冷却過程でＣの濃化領域の残存部が粗大な島状マルテンサイトへと
発達しやすくなり、靭性の低下を招く。そこで、母材のミクロ組織に島状マルテンサイト
になりやすいＣの濃化領域を微細分散させることにより、溶接で高温に加熱されたときに
粗大なＣの濃化領域がほぼ消失し、溶接の冷却過程で粗大な島状マルテンサイトが生成し
にくくなり、大入熱溶接熱影響部靭性が向上すると考えた。
（２）本発明者らが鋭意検討した結果、母材のミクロ組織中に、Ｃが０．２～１．０質量
％の濃化領域を有し、前記濃化領域は、平均円相当径で１．０～５．０μｍであり面積分
率で５～１５％含むことにより、大入熱溶接熱影響部で生成する島状マルテンサイトの面
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積分率を減少させ、微細化することができる。その結果、溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍ
を超えるような大入熱溶接熱影響部の靭性確保を実現することができる。
（３）ＳｉおよびＰの含有量を低減した成分組成を有する鋼を、熱間圧延を施した後、冷
却速度と冷却停止温度を適正化した冷却処理を施し、さらには、冷却停止後の昇温速度と
再加熱温度を適正化した再加熱処理を実施することにより、ミクロ組織中にＣの濃化領域
を微細分散させた組織とすることができ、母材の特性として６５０ＭＰａ以上の降伏強度
と８５％以下の低降伏比を安定して達成できる。
【００２１】
　本発明は、上記した知見に、さらに検討を加えて完成されたものである。本発明の要旨
は次のとおりである。
［１］成分組成が、質量％で、Ｃ：０．０３～０．１０％、Ｓｉ：０．０１～０．０８％
、Ｍｎ：１．４～３．０％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００５０％以下、Ａｌ：０
．００５～０．１％、Ｔｉ：０．００４～０．０３％、Ｎ：０．００１５～０．００６５
％を含有し、下記（１）式で定義されるＣｅｑが０．５０～０．７０％であり、Ｔｉ／Ｎ
が２．０超え～４．２未満を満足し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、ミクロ
組織が、Ｃが０．２～１．０質量％の濃化領域を有し、前記濃化領域は、平均円相当径で
１．０～５．０μｍであり面積分率で５～１５％含むことを特徴とする降伏強さが６５０
ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優れた低降伏比高強度
厚鋼板。
Ｃｅｑ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋Ｓｉ／２４＋Ｎｉ／４０＋Ｃｒ／５＋Ｍｏ／４＋Ｖ／１４・・・
（１）
ただし、Ｃ、Ｍｎ、Ｓｉ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖは各元素の含有量（質量％）で、含有し
ない場合は０とする。
［２］さらに質量％で、Ｃｕ：０．１～１．０％、Ｎｉ：０．１～２．０％、Ｃｒ：１．
５％以下、Ｍｏ：１．０％以下、Ｎｂ：０．１％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｃａ：０．０
０５％以下、ＲＥＭ：０．０２％以下、Ｍｇ：０．００５％以下およびＢ：０．００５％
以下の１種または２種以上を含有することを特徴とする［１］に記載の降伏強さが６５０
ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優れた低降伏比高強度
厚鋼板。
［３］［１］または［２］に記載の成分組成を有する鋼素材を、１０００～１２５０℃に
加熱し、表面温度で９５０℃以下の温度域での累積圧下率が３０％以上、圧延終了温度が
表面温度で９００℃以下Ａｒ３変態点以上とする熱間圧延を行い、次いで、Ａｒ３変態点
以上の温度域から５～１００℃／ｓの平均冷却速度で、Ａｒ３－３００～Ａｒ３－１５０
℃の冷却停止温度まで冷却を行った後、冷却停止温度＋１００℃～Ａｃ１変態点未満の温
度域まで０．５℃／ｓ以上の昇温速度で再加熱した後、０．５～３ｍｉｎ保持し、空冷す
ることを特徴とする降伏強さが６５０ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接
熱影響部靭性に優れた低降伏比高強度厚鋼板の製造方法。
［４］さらに、４００℃以上Ａｃ１変態点未満で焼き戻すことを特徴とする［３］に記載
の降伏強さが６５０ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下である大入熱溶接熱影響部靭性に優
れた低降伏比高強度厚鋼板の製造方法。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、母材の降伏強さが６５０ＭＰａ以上、降伏比が８５％以下であり、溶
接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超える大入熱溶接の溶接熱影響部靭性に優れた厚鋼板を、
煩雑な熱処理なく、安定して製造することができる。このため、鋼構造物の大型化、鋼構
造物の耐震性の向上や施工能率向上に大きく寄与し、産業上格段の効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】図１は、エレクトロスラグ溶接の開先形状を示す模式図である。
【図２】図２は、図１に示すエレクトロスラグ溶接部からのシャルピー衝撃試験片の採取
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位置を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施形態について説明する。なお、本発明は以下の実施形態に限定され
ない。
【００２５】
　＜成分組成＞
　以下、各成分について説明する。なお、成分の含有量を表す「％」は、「質量％」を意
味する。
【００２６】
　Ｃ：０．０３～０．１０％
　Ｃは、鋼の強度を増加させ、構造用鋼材として必要な強度を確保するのに有用な元素で
あり、０．０３％以上の含有を必要とする。一方、０．１０％を超える含有は、特に大入
熱溶接熱影響部の靭性を顕著に劣化させる。また、耐溶接割れ性を劣化させるとともに、
母材の低温靭性を劣化させるため、０．０３～０．１０％の範囲に限定する。好ましくは
、０．０５～０．０８％である。
【００２７】
　Ｓｉ：０．０１～０．０８％
　Ｓｉには脱酸材としての作用や、母材強度を高める効果もあるので、０．０１％以上と
する。また、Ｓｉは島状マルテンサイトの生成を促進する元素である。そのためＳｉを０
．０８％以下とすることで生成する島状マルテンサイトの生成を抑え、島状マルテンサイ
トのサイズを減ずることができる。好ましくは０．０３～０．０７％である。さらに好ま
しくは０．０３～０．０５％である。
【００２８】
　Ｍｎ：１．４～３．０％
　Ｍｎは、鋼の強度を増加させる効果を有している。本発明では、大入熱溶接熱影響部の
ミクロ組織中の島状マルテンサイトを低減し、微細化することで靭性を確保するとともに
、母材の降伏強さが６５０ＭＰａ以上を確保するためには、１．４％以上の含有を必要と
する。一方、３．０％を超えて含有すると、母材の靭性および溶接熱影響部靭性が著しく
劣化するため、１．４～３．０％の範囲に限定する。好ましくは、１．５～２．８％であ
る。
【００２９】
　Ｐ：０．０１５％以下
　Ｐは、ＨＡＺ組織において島状マルテンサイトに濃化し、また、Ｐはパーライト変態を
抑制することで島状マルテンサイトの生成、粗大化を助長するため、ＨＡＺ靭性を低下さ
せる。したがって、ＨＡＺ靭性向上にはＰの低減が望ましい。よって０．０１５％以下と
する。
【００３０】
　Ｓ：０．００５０％以下
　Ｓは母材の低温靭性を劣化させる元素であり、できるだけ低減することが望ましい。０
．００５０％を超えて含有すると、この傾向が顕著となるため、上限とした。
【００３１】
　Ａｌ：０．００５～０．１％
　Ａｌは、脱酸剤として作用し、高張力鋼の溶鋼脱酸プロセスに於いて、もっとも汎用的
に使われる。また、鋼中のＮをＡｌＮとして固定し、母材の靭性向上に寄与するが、０．
１％を超える含有は、母材の靭性が低下するとともに、溶接時に溶接金属部に混入して、
靭性を劣化させるため、０．１％以下に限定した。なお、このような効果は０．００５％
以上の含有で認められる。好ましくは、０．０１～０．０７％である。
【００３２】
　Ｔｉ：０．００４～０．０３％



(7) JP 2017-155333 A 2017.9.7

10

20

30

40

50

　Ｔｉは、Ｎとの親和力が強く凝固時にＴｉＮとして析出し、大入熱溶接熱影響部でのオ
ーステナイト粒の粗大化を抑制して溶接熱影響部の高靭化に寄与する重要な元素である。
このような効果を確保するためには、０．００４％以上の含有が必要である。一方、０．
０３％を超えるとＴｉＮ粒子が粗大化して、期待するオーステナイト粒の粗大化抑制効果
が飽和するため、０．００４～０．０３％の範囲に限定する。好ましくは、０．００６～
０．０２５％である。
【００３３】
　Ｎ：０．００１５～０．００６５％
　ＮはＴｉＮを確保する上で必要な元素であり、０．００１５％未満では十分なＴｉＮ量
が確保できない。一方、０．００６５％を超えて含有すると、固溶Ｎ量の増加により、母
材および溶接部靭性が著しく低下するため、０．００６５％以下に限定する。好ましくは
、０．００３０～０．００６０％である。
【００３４】
　Ｃｅｑ：０．５０～０．７０％
　本発明では、（１）式で定義される炭素当量Ｃｅｑが０．５０～０．７０％となるよう
に、上述した成分組成の範囲内で含有量を調整する。
Ｃｅｑ＝Ｃ＋Ｍｎ／６＋Ｓｉ／２４＋Ｎｉ／４０＋Ｃｒ／５＋Ｍｏ／４＋Ｖ／１４・・・
（１）
ただし、Ｃ、Ｍｎ、Ｓｉ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖ：各元素の含有量（質量％）で、含有し
ない場合は０とする。
【００３５】
　Ｃｅｑが０．５０％未満では、大入熱溶接熱影響部の焼入れ性が不足し、溶接熱影響部
のミクロ組織が、脆化組織である島状マルテンサイトを含む脆弱な上部ベイナイト組織に
変態し、所望の大入熱溶接部の高靭性が確保できない。一方、Ｃｅｑが０．７０％を超え
ると、母材の靭性が著しく劣化するとともに、耐溶接割れ性が劣化するため、０．５０～
０．７０％の範囲に限定した。好ましくは、０．５８超～０．７０％の範囲である。
【００３６】
　また、本発明ではＴｉ／Ｎ（ただし、Ｔｉ、Ｎは含有量（質量％））が２．０超え～４
．２未満となるように、上述の成分範囲内でＴｉおよびＮ含有量を調整する。
【００３７】
　Ｔｉ／Ｎが２．０以下では、ピンニング効果により大入熱溶接熱影響部の組織粗大化抑
制効果を介した靭性の向上に必要なＴｉＮ量を確保できない。一方、Ｔｉ／Ｎが４．２以
上では、ＴｉＣ粒子の生成およびＴｉＮの粗大化のため母材靭性および溶接熱影響部が劣
化するため、Ｔｉ／Ｎは２．０超え～４．２未満の範囲に限定した。
【００３８】
　本発明では、上記した基本成分に加えて、必要に応じて、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｎ
ｂ、Ｖ、Ｃａ、ＲＥＭ、ＭｇおよびＢの１種または２種以上を含有することができる。
【００３９】
　Ｃｕ：０．１～１．０％、Ｎｉ：０．１～２．０％
　ＣｕおよびＮｉは、高靭性を保ちつつ強度を増加させることが可能な元素であり、大入
熱溶接熱影響部靭性への影響も小さいため、高強度化のために有用な元素であり、必要に
応じ選択して含有できる。含有する場合は、Ｃｕは０．１％以上含有することが好ましい
。しかしながら、Ｃｕ量が１．０％を超えると熱間脆性を生じて鋼板の表面性状を劣化さ
せるため、０．１～１．０％とする。なお、好ましくは、０．２～０．７％である。
【００４０】
　Ｎｉは、含有する場合は、０．１％以上含有することが好ましい。しかしながら、２．
０％を超えて含有しても、効果が飽和し、含有量に見合う効果が期待できなくなり、経済
的に不利になるため、含有する場合は０．１～２．０％とする。なお、好ましくは０．２
～１．７％である。
【００４１】
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　Ｃｒ：１．５％以下、Ｍｏ：１．０％以下、Ｎｂ：０．１％以下、Ｖ：０．２％以下
　Ｃｒ、Ｍｏ、Ｎｂ、Ｖは、いずれも鋼の強度向上に寄与する元素であり、所望する強度
に応じて適宜含有できる。
【００４２】
　Ｃｒは、含有する場合、０．０５％以上含有することが好ましい。しかしながら、１．
５％を超える含有は、大入熱溶接熱影響部靭性を劣化させるため、１．５％以下に限定す
ることが望ましい。
【００４３】
　Ｍｏは、含有する場合、０．０５％以上含有することが好ましい。しかしながら、１．
０％を超える含有は、母材靭性および大入熱溶接熱影響部靭性に悪影響を及ぼすため、１
．０％以下に限定することが望ましい。
【００４４】
　Ｎｂは、含有する場合、０．００５％以上含有することが好ましい。しかしながら、０
．１％を超える含有は、母材靭性および大入熱溶接熱影響部靭性を劣化させるため、０．
１％以下に限定することが望ましい。
【００４５】
　Ｖは、含有する場合、０．０１％以上含有することが好ましい。しかしながら、０．２
％を超える含有は、大入熱溶接熱影響部靭性を劣化させるため、０．２％以下に限定する
ことが望ましい。
【００４６】
　Ｃａ：０．００５％以下、ＲＥＭ：０．０２％以下およびＭｇ：０．００５％以下
　Ｃａ、ＲＥＭおよびＭｇは、いずれも靭性向上に寄与する元素であり、所望する特性に
応じて選択して含有できる。
【００４７】
　Ｃａは、結晶粒の微細化を介して靭性を向上させる有用な元素であり、含有させる場合
、０．００１％以上含有することが好ましい。しかしながら、０．００５％を超えて含有
しても効果が飽和するため、含有する場合は０．００５％を上限とする。
【００４８】
　ＲＥＭは、含有させる場合、０．００２％以上含有することが好ましい。しかしながら
、０．０２％を超えて含有しても効果が飽和するため、含有する場合は０．０２％を上限
とする。
【００４９】
　Ｍｇは、結晶粒の微細化を介して靭性を向上させる有用な元素であり、０．００１％以
上含有することが好ましい。しかしながら、０．００５％を超えて含有しても効果が飽和
するため、含有する場合は０．００５％を上限とする。
【００５０】
　Ｂ：０．００５％以下
　Ｂは、焼入れ性の向上を介して、鋼の強度を増加させる作用を有する。また、大入熱溶
接時には、溶接熱影響部において脆弱な上部ベイナイト相を抑制し、下部ベイナイト相の
生成を促進するとともに、固溶窒素を窒化物として固着することにより、靭性向上に有用
な元素である。一方、０．００５％を超える含有は焼入れ性を著しく増加させ、母材の靭
性、延性の劣化をもたらす。このため、含有する場合は０．００５％以下とする。なお、
好ましくは、０．０００３～０．００２０％である。
【００５１】
　上記した成分以外の残部は、Ｆｅおよび不可避的不純物である。
【００５２】
　＜ミクロ組織＞
　本発明では、ミクロ組織が、Ｃが０．２～１．０質量％の濃化領域を有し、前記濃化領
域は、平均円相当径で１．０～５．０μｍであり面積分率で５～１５％含むことを特徴と
する。
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【００５３】
　Ｃの濃化領域は、母材組織、ＨＡＺ組織いずれにおいてもマルテンサイト組織もしくは
残留γを含む島状マルテンサイトとなりやすく、転位密度が高い。また、Ｃの濃縮により
、後述する母相と比べて硬い硬質相となる。そのため、ＴＳが向上するとともに、多量に
導入された可動転位がＹＰの上昇を抑制することにより、高強度と低降伏比の両立に有効
である。
【００５４】
　母材のミクロ組織中にＣの濃化領域があると、Ｃの濃化領域は溶接中に高温にさらされ
るためＣが拡散し、徐々にＣの濃度が低下していく。そして最終的には母材のＣ成分値ま
で低下する。しかしながら、高温にさらされている時間が短い場合には、Ｃは十分に拡散
せず、粗大なＣの濃化領域がＨＡＺ組織に残った状態になる。
【００５５】
　ここで、高温のオーステナイト域から温度が低くなるにつれて、Ｃ濃度の低い部分や旧
γ粒界からフェライトが核生成する。そして、Ｃ濃度の高いところが最もオーステナイト
が安定であることから最後にフェライト変態する。一方で、フェライト変態が進んでいく
途中でＣは未変態オーステナイト側に吐き出されるので（フェライトは０．０２％程度ま
でしかＣを含有することができず、オーステナイトは数％のＣを含有することができるた
め。）、フェライト変態が進むにつれて未変態オーステナイト中のＣ濃度はどんどん高く
なっていく。そして最後に、Ｃ濃度が高くなった状態である未変態オーステナイト中のＣ
、すなわち、Ｃの濃化領域が島状マルテンサイトに変態する。このとき、Ｃの濃化領域が
粗大である場合、ＨＡＺ組織に形成される島状マルテンサイトも大きなものとなってしま
う。したがって、母材のＣの濃化領域が小さければ、最終的にＨＡＺ組織にできる島状マ
ルテンサイトも小さくなる。
【００５６】
　すなわち、島状マルテンサイトになりやすいＣの濃化領域を母材のミクロ組織中に微細
分散させておけば、大入熱溶接熱影響部で生成する島状マルテンサイトの面積分率を減少
させ、微細化することができ、その結果、溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超えるような
大入熱溶接熱影響部の靭性確保を実現することができる。
【００５７】
　本発明では、母材のミクロ組織中に、Ｃが０．２～１．０質量％の濃化領域を有し、前
記濃化領域は、平均円相当径で１．０～５．０μｍであり面積分率で５～１５％含むこと
により、大入熱溶接熱影響部で生成する島状マルテンサイトの面積分率を減少させ、微細
化することができる。その結果、溶接入熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超えるような大入熱溶
接熱影響部の靭性確保を実現することができる。
【００５８】
　濃化領域において、Ｃが０．２質量％未満では、上記のような、高強度化と低降伏比化
の効果が得られず、１．０質量％を超えると母材の延性、低温靭性が劣化する。
【００５９】
　また、Ｃの濃化領域の平均円相当径が１．０μｍ未満では、上記のような、高強度と低
降伏比の効果が得られない。一方、５．０μｍを超えると溶接部の靭性が劣化する。この
ため、平均円相当径は１．０～５．０μｍの範囲に限定する。
【００６０】
　また、Ｃの濃化領域の面積分率が５％未満では、上記のような、高強度化と低降伏比化
の効果が得られず、一方、１５％を超えると母材の延性、低温靭性が劣化する．このため
、面積分率は５～１５％の範囲に限定する。なお、好ましくは、６～１２％である。
【００６１】
　Ｃの濃化領域は、後述する冷却停止温度と再加熱温度を制御するとともに、Ｓｉ量を０
．０８％以下およびＰ量を０．０１５％以下にすることにより得られる。Ｓｉ量が０．０
８％を超えたり、Ｐ量が０．０１５％を超えると、その他の元素や製造条件が適切であっ
ても、Ｃ濃化領域のサイズが５．０μｍ超え、および／または、面積分率が１５％超えと
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なり、目標とする溶接部靱性が得られない。これは、Ｓiが０．０８％以下であればセメ
ンタイトが生成しやすく、また、Ｐが０．０１５％以下であればパーライトが生成しやす
くなり、粗大なＣ濃化領域が形成されにくいためである。
【００６２】
　なお、Ｃの濃化領域の面積は、ＥＰＭＡを用いて求めることができる。
【００６３】
　島状マルテンサイトになりやすいＣの濃化領域を除く母相は、実質的にベイナイト相と
フェライト相の混合組織が主体組織であり、パーライトおよびセメンタイト等の組織が混
在すると強度が低下するため、これらの組織の面積分率は少ない方が良い。ただし、パー
ライトおよびセメンタイト等の組織が面積分率で１５％以下の場合には影響が無視できる
ため含有してもよい。強度確保の観点から、ベイナイト相の面積分率は６０％以上である
ことが好ましい。
【００６４】
　＜製造方法＞
　次に、製造方法について説明する。なお、温度は特に限定されない限り、板厚１／２位
置の温度とする。また、板厚中央の温度は、放射温度計で測定した鋼板表面温度から、伝
熱計算により求める。また、圧延後の冷却条件における温度条件は、板厚中央の温度とし
、冷却速度も板厚中央の温度に基づいて算出された平均冷却速度を意味する。
【００６５】
　鋼素材を１０００℃～１２５０℃に加熱
　上述した組成の溶鋼を、転炉、電気炉、真空溶解炉等、定法で溶製し、得られた鋼素材
を１０００℃～１２５０℃に加熱する。加熱温度が１０００℃未満では、熱間圧延での変
形抵抗が高くなり、１パス当たりの圧下量が大きく取れなくなることから、圧延パス数が
増加し、圧延能率の低下を招くとともに、鋼素材（スラブ）中の鋳造欠陥を圧着すること
ができない場合がある。一方、再加熱温度が１２５０℃を超えると、加熱時のスケールに
よって表面疵が生じやすく、圧延後の手入れ負荷が増大する。このため、鋼素材の再加熱
温度は１０００～１２５０℃の範囲とする。
【００６６】
　鋼板表面温度で９５０℃以下の温度域での累積圧下率が３０％以上
　次に、ミクロ組織を微細化するため、鋼板表面温度で９５０℃以下の温度域での累積圧
下率が３０％以上の熱間圧延を行う。９５０℃以下の温度域での累積圧下率が３０％未満
では、ミクロ組織が粗大化し、所望の組織微細化が図れず所望の高靭性を確保できない。
このため、熱間圧延における鋼板表面温度で９５０℃以下の温度域での累積圧下率は３０
％以上に限定した。なお、板厚が８０ｍｍを超える極厚鋼板の場合には、ザク圧着のため
に１パスあたりの圧下率が１５％以上となる圧延パスを少なくとも１パス以上確保するこ
とが望ましい。
【００６７】
　圧延終了温度：鋼板表面温度で９００℃以下Ａｒ３変態点以上
　圧延終了温度が鋼板表面温度で９００℃を超えると、ミクロ組織が粗大化し所望の母材
靭性を確保できないうえ、焼入性が増加しすぎて、所望のミクロ組織を確保できなくなる
。一方、圧延終了温度が鋼板表面温度でＡｒ３変態点未満では、圧延中あるいは圧延直後
にフェライト相が生成し粗大化して、母材の靱性が低下する。このため、圧延終了温度は
鋼板表面温度で９００℃以下Ａｒ３変態点以上に限定した。
【００６８】
　Ａｒ３変態点以上の温度域から５～１００℃／ｓの平均冷却速度でＡｒ３－３００～Ａ
ｒ３－１５０℃の温度域まで冷却
　圧延終了後、得られた厚鋼板は、Ａｒ３変態点以上の温度域から５～１００℃／ｓの平
均冷却速度で、Ａｒ３－３５０～Ａｒ３－１５０℃の冷却停止温度まで冷却する。圧延終
了後の冷却速度が５℃／ｓ未満では、加速冷却後のミクロ組織がフェライト主体組織とな
り、また、島状マルテンサイトの生成も阻害されるので、６５０ＭＰａ以上の降伏強さを
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確保できなくなる。一方、冷却速度が１００℃／ｓを超えると、鋼板内の各位置における
温度制御が困難となり、板幅方向や圧延方向に材質ばらつきが出やすくなり、その結果、
引張特性などの材質上のばらつきが生じる。
【００６９】
　また、冷却停止温度は、本発明の製造方法において、特に重要な制御因子である。冷却
停止温度がＡｒ３－３００℃よりも低くなると、冷却停止時にはベイナイト変態が完了し
残留オーステナイトが存在せず、その後の再加熱、空冷時に、残留オーステナイトからの
硬質相の生成がなく、微細なＣの濃化領域を作ることができなくなるため、降伏比８５％
以下を満足することができない。一方、冷却後の冷却停止温度がＡｒ３－１５０℃よりも
高くなると、冷却停止時にはベイナイト変態が進行せず、残留オーステナイトへのＣの拡
散が進行しないために、硬質相が生成せず、６５０ＭＰａ以上の降伏強さおよび降伏比８
５％以下を満足することができない。
【００７０】
　上記した、圧延後の冷却速度が５～１００℃／ｓの平均冷却速度範囲で、かつ加速冷却
停止温度がＡｒ３－３００℃～Ａｒ３－１５０℃の範囲を満足することにより、加速冷却
直後に、ベイナイト主体組織中に、残留オーステナイトが微細に分散したミクロ組織が得
られる。
【００７１】
　冷却停止温度＋１００℃～Ａｃ１変態点の温度域まで０．５℃／ｓ以上の昇温速度で再
加熱した後、０．５～３ｍｉｎ保持し、空冷
　加速冷却終了後の厚鋼板は、冷却停止温度＋１００℃～Ａｃ１変態点未満の温度域まで
０．５℃／ｓ以上の昇温速度で再加熱した後、０．５～３ｍｉｎ保持し、空冷する。ベイ
ナイト主体組織中に未変態γが微細に分散したミクロ組織の状態から再加熱を行うため、
得られる母材のＣの濃化領域を微細分散させることができる。
【００７２】
　昇温速度が０．５℃／ｓ未満では、目的の再加熱温度まで長時間を要するために製造効
率が低下し、またパーライト変態が生じるために島状マルテンサイトが生成せず、降伏比
８５％以下を満足することができない。
【００７３】
　また、冷却停止温度＋１００℃未満だと未変態γへＣを十分濃化させることができない
。一方、再加熱温度がＡｃ１変態点以上になるとベイナイトの軟化により、所望の６５０
ＭＰａ以上の降伏強さを満足することができなくなる。
【００７４】
　再加熱後の保持時間は、生産性を阻害しないように、保持時間０．５～３ｍｉｎとする
。再加熱の手段として、雰囲気炉加熱、ガス炎、誘導加熱等が利用でき、経済性、制御性
等を考慮すると、誘導加熱が好ましい。
【００７５】
　上記した、０．５℃／ｓ以上の昇温速度でＡｃ１変態点以下までの再加熱および空冷に
より、微細に分散した残留オーステナイトにＣが拡散して島状マルテンサイトが生成され
、目的とするミクロ組織が達成されるとともに、高強度で６５０ＭＰａ以上の降伏強さと
８５％以下の低降伏比を両立することができる。
【００７６】
　なお、Ａｒ３変態点は下記（２）式により求めることができる。
Ａｒ３＝８６８－３９６Ｃ＋２５Ｓｉ－６８Ｍｎ－２１Ｃｕ－３６Ｎｉ－２５Ｃｒ－３０
Ｍｏ・・・（２）
ただし、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏは各合金元素の含有量（質量％）であ
り、含有しない場合は０とする。
【００７７】
　また、Ａｃ１変態点は下記（３）式により求めることができる。
Ａｃ１＝７５１－２７Ｃ＋１８Ｓｉ－１２Ｍｎ－２３Ｃｕ－２３Ｎｉ＋２４Ｃｒ＋２３Ｍ
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ｏ－４０Ｖ－６Ｔｉ＋２３３Ｎｂ－１６９Ａｌ－８９５Ｂ・・・（３）
ただし、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ａｌ、Ｂは、各合
金元素の含有量（質量％）であり、含有しない場合は０とする。
【００７８】
　本発明では、鋼板を室温まで冷却した後、再加熱、焼戻し処理を施してもよい。焼戻し
工程では、４００℃以上Ａｃ１変態点未満に焼き戻すことにより、靭性を向上させること
が可能である。
【００７９】
　焼戻し処理後のミクロ組織として、硬質相が、母相よりも十分に硬度が高ければ、高強
度と低降伏比を両立させる効果を得ることができる。このような効果を得るためには、焼
戻し温度を４００℃以上とする必要がある。しかしながら、Ａｃ１変態点を超えると強度
低下を招くため、焼戻し処理は、４００℃以上Ａｃ１変態点以下で行うことが望ましい。
なお、保持時間は、０～２０ｍｉｎであることが好ましい。
【００８０】
　上記した組成の鋼素材を用いて、上記した条件の熱間圧延、冷却および再加熱、空冷を
施すことにより、母材のミクロ組織中に所望のＣの濃化領域を分散させることができる。
その結果、溶接後のＨＡＺ組織において島状マルテンサイトを分散して生成させることが
可能となり、６５０ＭＰａ以上の降伏強さおよび降伏比８５％以下の母材特性と、溶接入
熱量が４００ｋＪ／ｃｍを超えるような大入熱溶接熱影響部の高靭性を兼備する低降伏比
高強度鋼板を製造することができる。
【実施例】
【００８１】
　転炉－取鍋精錬－連続鋳造法で、調製された鋼素材を、熱間圧延－加速冷却－再加熱－
空冷、さらには焼もどしにより種々の板厚の厚鋼板とした。
【００８２】
　表１に鋼素材の成分組成を、表２に製造条件とＣの濃化領域の面積分率および平均円相
当径を示す。Ｃの濃度はＥＰＭＡで測定した。Ｃ濃度は標準試料から作成した検量線をも
とに算出した。濃化領域は、ＥＰＭＡ測定した領域におけるＳＥＭ組織写真を撮影し測定
した。なお、表１中のＡｒ３変態点（℃）は（２）式で、Ａｃ１変態点（℃）は（３）式
でそれぞれ求めた。
【００８３】
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【表１】

【００８４】
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【表２】

【００８５】
　得られた各厚鋼板の板厚１／２位置から、ＪＩＳ４号引張試験片を採取し、ＪＩＳＺ２
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２４１の規定に準拠して引張試験を実施し、引張特性を調査した。
【００８６】
　また、得られた各厚鋼板の板厚１／２位置から、ＪＩＳＺ２２０２の規定に準拠してＶ
ノッチ試験片を採取し、ＪＩＳＺ２２４２の規定に準拠してシャルピー衝撃試験を実施し
、０℃における吸収エネルギー（ｖＥ０）を求め、母材靭性を評価した。
【００８７】
　また、各厚鋼板から採取した継手用試験板に、図１に示す開先を準備し、エレクトロス
ラグ溶接（溶接入熱量≧４００ｋＪ／ｃｍ）により、溶接継手を作製した。その後、図２
に示すように、溶接継手部から切欠き位置をボンド部とするＪＩＳ４号衝撃試験片を採取
し、試験温度：０℃でのシャルピー衝撃試験を行って、継手ボンド部の０℃における吸収
エネルギー（ｖＥ０）を求めた。継手用試験板の板厚ｔは母材と同じとした。
【００８８】
　母材の引張強さ（ＴＳ）が７８０ＭＰａ以上、降伏強さ（ＹＰ）が６５０ＭＰａ以上、
降伏比（ＹＲ）が８５％以下、母材靭性（ｖＥ０）１００Ｊ以上、継手ボンド部の０℃に
おける吸収エネルギー（ｖＥ０）４７Ｊ以上のものを合格とした。
【００８９】
　得られた結果を表３に示す。
【００９０】
【表３】

【００９１】
　発明例は、いずれも、引張強さ７８０ＭＰａ以上で６５０ＭＰａ以上の降伏強さおよび
降伏比８５％以下、０℃での吸収エネルギーｖＥ０が１００Ｊ以上の高強度、低降伏比で
、高靭性の母材特性を有する。また、大入熱溶接施工を施した場合であっても、ボンド部
でのｖＥ０が４７Ｊ以上と優れた大入熱溶接熱影響部靭性が得られることが認められる。
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【００９２】
　一方、本発明の範囲を外れる比較例は、母材強度、降伏比、母材靭性、大入熱溶接熱影
響部靭性のうち、いずれか、あるいは複数の特性が目標値を満足していない。

【図１】

【図２】
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